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モバイル市場の競争環境に関する研究会（第３回） 

 

１ 日時 平成３０年１１月１４日（水） ９：３５～１１：２０ 

２ 場所 総務省第一特別会議室（合同庁舎８階） 

３ 出席者 

 ○構成員 

  新美座長、大谷構成員、大橋構成員、北構成員、佐藤構成員、関口構成員、長田構成

員、西村（暢）構成員、西村（真）構成員 

 

 ○オブザーバ 

  塚田公正取引委員会事務総局経済取引局調整課長、原田消費者庁消費者政策課政策企

画専門官 

 

 ○ヒアリング対象者 

  株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、一般社団法人全

国携帯電話販売代理店協会 

 

 ○総務省 

  谷脇総合通信基盤局長、秋本電気通信事業部長、竹村総合通信基盤局総務課長、山碕

事業政策課長、大村料金サービス課長、山路データ通信課長、梅村消費者行政第一課

長、布施田電波政策課長、荻原移動通信課長、片桐移動通信課企画官、大内事業政策

課調査官、大塚料金サービス課企画官、茅野料金サービス課課長補佐、横澤田料金サ

ービス課課長補佐 

 

【新美座長】  モバイル市場の競争環境に関する研究会、第３回の会合を開催いたしま

す。皆様、お忙しいところ、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 本日は、相田座長代理はご都合のため欠席されるというご連絡をいただいております。 

 また、本日は、冒頭、カメラ撮りの時間を設けておりますので、ご了承いただけますよ

うお願い申し上げます。 

 まず議事に入る前に、本日の配付資料について事務局からご説明をいただきたいと思い



 -2- 

ます。よろしくお願いします。 

【横澤田料金サービス課課長補佐】  本日は資料１から資料８まで配付させていただい

ております。そのうち資料１から資料３まで補足の説明をさせていただきます。 

 資料１は、前回までの研究会での主な議論につきまして事務局でまとめさせていただい

たものです。資料２は、消費者保護ルールの検証に関するワーキンググループという別の

会議で北構成員が提出されていた資料、こちらの内容が本研究会にも関するということで

ご提供いただいております。資料３は、前回ヒアリングでお越しいただいた楽天株式会社

様の提出資料に一部誤りがございましたので、その訂正後の資料です。 

 また、資料と別にファイルにとじたものとして前回までの資料を机上に置かせていただ

いておりますので、適宜ご参照いただければと思います。 

 事務局からは以上です。 

【新美座長】  ありがとうございました。それでは、冒頭のカメラ撮りはここまでとい

うことにさせていただきますので、カメラ撮りの方はご退室お願いいたします。 

（カメラ退室） 

【新美座長】  本日は事業者等からのヒアリング、それから意見交換を予定しておりま

す。まず、ヒアリング等の進め方につきまして、事務局からご説明をお願いいたします。 

【横澤田料金サービス課課長補佐】  本日は、ヒアリングとしまして、携帯キャリア様

３社と全国携帯電話販売代理店協会様にお越しいただいております。順にご発表いただき、

質疑はまとめてお願いできればと思います。なお、資料４に質疑時間２０分と書いており

ますが、３０分の誤りでございます。４社からのご発表の後、質疑、３０分間でお願いで

きればと思います。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。それでは、ＭＮＯ３社及び携帯販売代理店から

のヒアリングに移りたいと思います。なお、本研究会では、モバイル市場に関して非常に

多岐にわたる課題を扱っており、議論が拡散しないようにすることが大事だと思いますの

で、まずＭＮＯ３社からは、大まかに利用者料金等に関する事項と接続料等に関する事項

に分け、２回にわたってヒアリングをさせていただく旨、あらかじめお願いしてございま

す。本日は利用者料金等に関する事項についてご説明をいただくという予定でおります。 

 それでは、まずはＮＴＴドコモ株式会社取締役常務執行役員の丸山様からご説明をよろ

しくお願いいたします。 
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【ＮＴＴドコモ（丸山）】  ＮＴＴドコモの丸山でございます。このたびは当社の取組に

ついてご説明する機会をいただき、誠にありがとうございます。本日は利用者料金の取組

を中心に私よりご説明をさせていただきます。 

 まずは、当社のお客様還元の取組についてご説明をさせていただきます。今お手元の資

料ご覧いただいていると思いますが、こちらの図はこれまでのお客様還元の私どもの取組

を示しているものでございます。ここにございますように、私ども、さまざまなお客様還

元をこれまで実施してまいりました。例えば、ご利用の少ない方向けには家族間通話無料

のシンプルプランのご提供、こちらは１７年５月より。長くご利用いただいている方、あ

るいはたくさんご利用いただいているお客様には料金割引、もしくはｄポイントを進呈す

るという、ずっとドコモ割プラス、こちら、１８年の５月よりやっております。こういう

さまざまな取組をやってまいりました。 

 次のページお願いします。こちらは、当社の基本となります料金体系を時系列でお示し

したものでございます。一番左側にございますように、当社では２０１１年の１１月にＬ

ＴＥ向けのスマートフォンの料金を提供開始いたしました。当初はユーザー数も非常に限

られていたため、アーリアダプターのお客様を中心に、まずは３ギガバイトと７ギガバイ

トのデータパック２つのみを提供しておりました。ただし、スマートフォンの利用者の増

加に伴いまして、右側にございますように、ご利用の方法も多様化してまいりましたので、

それにお応えするということで、２０１４年６月に、音声カケホーダイ、それから、デー

タパックは３種類に増やして、さらにご家族で分け合えるというシェアパックを提供開始

いたしました。 

 現在は、一番右にございますように、３つの音声プランとデータパックをご利用状況に

応じて自由に組み合わせてご利用いただくことが可能となっております。 

 次のページお願いします。続きまして、お客様のご利用料金に関する理解促進を図るた

めの取組について少しご紹介いたします。 

 こちらは、２０１８年８月より新規契約や機種変更の際に今後２６か月のお支払い料金

をグラフでわかりやすくご説明する書面になります。今見ていただいておりますものは、

「ｄｏｃｏｍｏ ｗｉｔｈ」を適用した事例でございますので、通信料金が２年間ずっと

同額となっており、端末分割代金のお支払い終了後は通信料のみのご負担となっているこ

とが分かるかと思います。 

 次のページお願いいたします。また、２０１８年３月からは、こちらにございますよう
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に、契約プランやデータ料、あるいはご利用料金といったものを容易にご確認いただけま

すよう、ウェブサイトをリニューアルしました。当社では毎月のご利用料金が確定した時

点でＳＭＳにご通知をしておりますが、本文に記載されたリンクからこちらのサイトへア

クセスが可能となっております。これにより、お客様ご自身がご自分で契約されているプ

ランが利用状況に照らして適切かどうかをご確認いただけるようになっております。 

 次のページお願いいたします。また２０１８年９月より、当社のコーポレートサイトに

おきましてお客様の利用実態に基づくお勧めプランのご案内を行っております。ｄアカウ

ントでログインをして料金のページにアクセスされますと、一定の条件に当てはまるお客

様におきましてはこのようにお勧めプランのご案内が表示される仕組みとなっております。 

 次のページお願いいたします。今申し上げましたように、ウェブを通じたさまざまな取

組をやっておりますが、これだけではなかなか分かりにくいということもございまして、

ドコモショップ店頭では料金相談フェアというものを実施しております。ドコモショップ

にて料金プランをご相談していただいたお客様にはｄポイントを１００ポイント差し上げ

ております。既に５月から始めまして１０月末の時点で約１５０万人のお客様にご相談を

いただいているところであります。 

 次のページお願いします。こちらは、ドコモのスマホ教室の取組についてのご紹介です。

２０１８年１月から全国のドコモショップにて、無料でご参加いただけるスマホ教室とい

うものを全国規模で実施をしてございます。お客様からは大変ご好評をいただいておりま

す。１１月上旬までにこの１年間で延べ１００万人を超えるお客様にご参加をいただきま

した。 

 お客様の習熟度合いに応じた、こちら右側にありますように多彩なカリキュラムを用意

してございまして、ご希望であれば何度でもご参加いただくことができるというものにな

っております。 

 今後もこうした取組を通じまして、お客様のご理解を深め、適切な料金プランの選択を

促進してまいりたいと考えております。 

 次のページお願いします。続きまして、定期契約に係る取組についてご説明をさせてい

ただきます。１０ページ目をお願いします。定期契約プランは、長期間の契約をすれば料

金がお得になるプランを提供してほしいというお客様からのご要望にお応えして提供を開

始いたしました。現在提供しています２年定期契約は、ＭＮＰの活性化等、競争が進展す

る中、さらなる料金の低廉化を実現するため、一定期間のご利用を約束いただくプランと
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してご用意したものでございます。 

 ２年定期契約の提供開始後も、お客様の理解促進とさらなる利便性の向上に向けまして

さまざまな取組を進めております。 

 まずは契約時にご案内ツールを用いまして２年定期契約の仕組みをご説明しております。

さらに契約満了が近づいた時点ではＳＭＳによるお知らせを行っております。 

 なお、２０１６年４月からは更新期間を１か月から２か月に延長し、契約更新の際には

解約金がかからないフリーコースというものもご用意をいたしております。 

 次お願いします。また、２０１９年３月末からは更新期間を３か月に拡大する予定で現

在準備を進めてございます。これは昨年度総務省の検討会における議論を踏まえまして、

２年定期契約の満了と同時に解約できないという課題に対応するための措置でございます。

これらの取組により、お客様の自由なサービス選択の機会は確保できていると考えており

ます。 

 次のページお願いします。続きまして、今後の料金プランの見直しの方向性についてご

説明をさせていただきます。１３ページをご覧ください。先月の３１日になりますが、当

社は中期経営戦略を発表いたしました。その骨子の１つとして、お客様還元の実施とお客

様接点の進化を掲げ、今後の料金に関する大きな方針をお伝えいたしました。これまでお

客様の多様なニーズに合わせてさまざまなお客様還元を実施してまいりましたが、その一

方で、料金プランが複雑で分かりにくいというお客様の声を多数いただいておりました。

こちらの円グラフのとおりでございます。 

 当社は、お客様のこのような声を真摯に受けとめて、真にお客様に選ばれ続けるドコモ

になるために、シンプルでわかりやすい料金プランに大胆な見直しを行っていく考えであ

ります。 

 次のページお願いします。この新たな料金プランでは、お客様の利用状況に応じて、こ

れは当然異なりますが、おおむね２割から４割程度ご利用料金を低廉化できるのではない

かと考えております。これによりまして、１年当たり最大で４,０００億円規模となります

お客様還元を実施してまいりたいと考えております。 

 料金プランの詳細、それから提供条件につきましては、これからの設計となりますので、

発表及び提供開始時期につきましては、２０１９年度第１四半期を予定してございます。 

 新たな料金プランは、いわゆる分離を軸として検討を現在進めておりまして、シンプル

でわかりやすく、お客様がご納得いただけるようにしてまいりたいと考えているところで
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ございます。 

 以上で当社からのご説明を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございます。それでは、続きまして、ＫＤＤＩ

株式会社執行役員渉外・広報本部長の古賀様からご説明をお願いいたします。よろしくお

願いします。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  古賀でございます。よろしくお願いいたします。 

 資料６、ＫＤＤＩの資料に基づきましてご説明をさせていただきます。１ページ目、本

日の資料内容でございます。２ページ目、本日は、ちょっと話題になっております端末購

入残債免除プログラム、ここについての説明を中心にさせていただきたいと存じます。 

 ３ページ目です。分離プランということで、私ども、２０１７年７月、シンプルな分離

プランを提供しようということで提供を開始いたしました。左側ですけれども、データ利

用量に応じて定額料が変動する無駄がないａｕのピタットプラン、右側は、ある程度大容

量を使うお客様、ａｕフラットプランでございます。 

 ａｕの分離プランにつきましては、ａｕのどの端末でもご契約が可能。今までありまし

た毎月の補助、我々、毎月割と呼んでいますけれども、端末により割引、これはなく、端

末を買っていただいた人のこういった割引のない分離プランということで始めております。 

 ４ページ目です。これを導入いたしまして、まず１つ目、契約プランとデータ量のアン

マッチ、こういったギャップがあったというお客様につきましては、特にピタットプラン

について、データ量で変動しますので、ギャップがなくなったと。あと、料金についても

値下げしております。こういったことをご好評いただきまして、現在まで１,０００万契約、

我々、スマートフォンのお客様の２人に１人がこの分離プランに移っているということで

ございます。ピタットプランのお客様、このギャップ解消と料金の値下げによりまして、

実績として３０％ぐらい安くなっているというのが実績でございます。 

 ５ページ目でございます。このような分離プラン、導入させていただきましたけれども、

やはり料金は安くなったけど、端末がちょっと高くなったというような、こういったお客

様がいらっしゃいます。これに応じるためにということで、月々のお支払額を抑えられる

ようにということで、２４か月割賦、３６か月を加えて４８か月という割賦を選択肢に追

加いたしました。これによって毎月の支払額が抑えられるというようなことでございます。 

 ６ページ目でございます。こういった４８か月割賦というのを導入いたしましたことの

課題でございますけれども、やはり今までお客様、新しい端末が欲しいということで、買
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いかえのピークというのが２４か月後にあります。４８か月の割賦にいたしますと、割賦

の残債がありますので、どうしてもやはり機種変更がやりにくいというようなお声がござ

いました。こういった買換えニーズに応えるためにということで、端末の残債免除プログ

ラムということを導入したということでございます。 

 ７ページ目でございます。我々、残債免除プログラム、いわゆるアップグレードプログ

ラムと呼んでおりますけれども、このサービスの概要でございます。まず端末の購入時に

このプログラムに加入いただくということ。あと、２４か月経過後、新しい端末に買換え

たいというときに、ご利用の買っていただいた端末は返還いただいて、新しい端末に交換

すると。これによって返還いただいた端末、残りの２４か月分、これを割賦の残債を免除

するというようなプログラムでございます。 

 これにつきましては、特に端末ごとの下取り価格等、細かいことがあると煩雑になりま

すので、どの端末でも同じというような１つのプログラムにしております。ですので、ま

ず端末ごとに下取り額を設定するような下取り価格保証プログラムというのではなくて、

お客様が新しい端末に買換えやすくするようにというようなプログラムであります。端末

の下取り価格の差というのは当社がリスクを負うというような形でつくっております。 

 ８ページ目でございます。このプログラムにつきましては、４年縛りという名前をつけ

られて、拘束性があるようなお話を、ご批判をいただいておりますけれども、そういった

ことは一切ないというようなご説明でございます。 

 まず、アップグレードプログラムＥＸ、これに加入するかどうかというのはお客様の選

択ができます。当然これに入る必要はございません。 

 これに入っていただいたお客様につきましては、左側ですけれども、２４か月たった後

に、この残債免除の特典を利用するかどうか。利用しないという右側の道も残されており

ます。左側、２４か月でやはり機種変更したいというときは、機種変更、新しい端末への

買換え、今の端末の回収、当社で下取り。３つ目の条件として、免除の特典を受けるため

に、これまでプログラムの再加入というのがございました。このプログラムの再加入があ

るとａｕの回線を使い続けなければいけないということで、ここにご批判がありましたの

で、ここについては撤廃するということでもう決定をしております。これによりまして、

ａｕ回線の契約を継続するか、ａｕ回線を解約して他社にＭＮＰをするか、新しい端末を

もってａｕ回線を解約する。この選択肢が残されているということでございます。 

 一方で、やはり今まで使っていた端末について下取り価格がそれなりにあるので、この
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端末免除の特典は利用しないという選択もございます。その場合は、右側に行っていただ

きまして、市場で下取りしてａｕ回線を解約するということもできますし、ａｕで回線を

継続して機種変更するということもできます。こういった選択が残されているということ

でございます。 

 ９ページ目でございます。この残債免除プログラムがどういう設計をしているかという

ことを詳細にご説明したいと存じます。左側、端末Ａ（日本メーカ）、端末Ｂ（海外メーカ）

というふうに書いてございます。どちらも端末の価格はほぼ同じぐらいの高価な９万数千

円の端末でございます。２４か月たちますと、ほぼ半分ということで、残債免除額は同じ

ように４万九千数百円ということになりますけれども、②と書いてある列、当然中古端末

の転売価格は機種ごとに異なりますので、どうしても下取り価格が安くなるもの、高くな

るものというのがございます。実はこの残債免除額と当社が収入になる部分の差額分、こ

れが実は我々としては端末購入の補助額というのがここに入っております。これによりま

して新しい端末を買換えやすくすると、こういうような仕組みでお客様のニーズに応えよ

うというような、そういう設計にしております。 

 こういったことで、本プログラムにつきましては、端末の購入補助も一部含まれますけ

れども、非分離プランに比べて少額に抑制されていると。行き過ぎた補助は問題ではあり

ますけれども、買換えニーズのため、分離プランの推進のためには、こういった常識的で

お客様のメリットになる一定レベルの端末購入補助、これは正当ではないかと考えており

ます。 

 １０ページ目です。これから５Ｇの時代が参りますので、端末の買換えも促進していく

ということが必要だろうと、こういったプログラムが有効であろうと考えております。 

 １１ページ目です。分離プランについては、左側にありますように１,０００万と好調で

ございます。構成員限りとさせていただいておりますけれども、右側、それなりの支持を

いただいているということと、選択肢、お客様の選択が機能しているというふうに考えて

おります。 

 １２ページ目でございます。こういったプログラム、やはり複雑だというご批判いただ

いておりますので、丁寧にご説明をするようにいたしております。 

 １３ページ目でございます。このような例というのは、例えばアメリカでもございまし

て、ＡＴ＆Ｔの場合は同じようなプログラムをやっております。 

 １４ページ目以降、２年契約プラン等についてご説明させていただきます。１５ページ
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目です。音声料金の提供条件につきましては、いわゆる２年契約以外に自動更新のなしの

プラン、期間の継続のなしのプランというのがございます。これにつきましてはいろいろ

とご指導いただきまして、１６ページ目でございますけれども、さまざまな取組をこの３年、

４年やってきたということでございます。 

 １６ページ目、⑥に書いてございますけれども、更新期間の延長ということで３か月化

というのを予定しております。 

 １７ページ目以降は今のご説明の詳細でございますので、ざっとご覧いただければと思

います。料金プランの説明につきましては、特にお客様にご理解いただくことが必要な事

項ということで、重要事項の説明にも入れてわかりやすくご説明するように取り組んでお

ります。 

 ページ飛んでいただきまして、次、２３ページ目でございます。複数サービスがあるの

でいろいろと課題をいただいておりますけれども、ＫＤＤＩのスマートバリューの場合、

固定のかなり多くのパートナー様がいらっしゃいます。このパートナー様ごとにやはり契

約期間がいろいろあるというのも事実でございます。 

 ２４ページ目でございます。いろいろ４年縛り等々ご批判いただいておりますけれども、

１０年以上の割引というのもいろいろやられているところもございますので、こういった

ところも拘束性は強いのではないかと思います。 

 ２５ページ目以降、利用者料金及び理解促進に関する取り組みということで書かせてい

ただいております。主要論点につきまして、やるべきことというのは、右側、実施状況と

いうことで、それなりに取り組んでいるのではないかと考えております。 

 ２７ページ目、「おわりに」ということで、分離プランの推進、料金プランのお客様理解

促進への取組、さらなるわかりやすい料金プランの実現を目指して引続き改善を図ってま

いりたいと存じます。どうもありがとうございました。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。それでは、続きまして、ソフト

バンク株式会社渉外本部本部長の松井様、よろしくご説明お願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  ソフトバンクの松井です。本日はこのようなご説明のお時間

をいただきましてありがとうございます。 

 資料７に基づきましてご説明をさせていただきます。 

 まず利用者料金についてご説明します。３ページ目をおめくりください。当社ではこれ

まで設備競争やサービス競争の進展とともに料金多様化や低廉化を図ってまいりました。 
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 ４ページ目ですけれども、その一方で、日本の携帯料金は高いといったご意見も頂戴し

ておりますので、こういったご指摘に関しては真摯に受けとめ、引続き企業努力を重ねて

いきたいと考えております。 

 ５ページ目をおめくりください。こちらから現状の取組のご説明になりますけれども、

ソフトバンクのマルチブランド戦略としまして、大容量にも対応したソフトバンクブラン

ドと低価格中心のワイモバイルブランドの２つのブランドを展開しております。 

 ６ページ目をご覧ください。ソフトバンクブランドの大容量プランにつきましては、デ

ータ単価は大幅に低廉化しておりまして、さらにデータトラヒックの４割程度を占める動

画やＳＮＳについても使い放題となっております。 

 ７ページ目をご覧ください。他方、ワイモバイルの低価格プランにつきましては、スマ

ホ累計数ではソフトバンク内で約２割まで伸長しておりまして、格安スマホ市場を牽引し

ております。 

 ８ページ目、また通信料金低廉化のための促進ですが、分離プランを導入拡大中でござ

います。これはワイモバイルブランドも含めて来期導入する予定になっております。 

 ９ページ目、分離プランによる効果ですけれども、ソフトバンクブランドでは分離プラ

ンを２０１８年９月から導入しておりますが、通信料が２割から３割ほど値下げになって

おります。 

 １０ページをおめくりください。「将来に向けて」ということで、今後もお客様の声に真

摯に向き合ってサービス向上や料金低廉化を目指してまいりたいと考えております。 

 １１ページ目からは参考情報です。先ほど海外と比べて日本の料金が高いといったご指

摘にも触れましたけれども、携帯料金に水準に関しては比較条件にもよると考えておりま

すので、より精緻な分析余地があるのではないかと考えております。この１１ページに書

かせていただいているのは、あくまでも比較の一例に過ぎませんけれども、最新の状況で

弊社で比較したところ、料金的には中位程度というような比較も可能であることを示して

おります。 

 １２ページ目につきましては、料金のみではなく、少し視野を広げて、品質も加味して

比較した場合のグラフ等を示しております。これを見ていただくと分かるように、相対的

に低廉かつ品質が高水準であるというような評価も可能ではないかと考えております。 

 １３ページ目からは構成員限りにしておりますけれども、ヨーロッパ、ドイツとイギリ

スのネットワークの状況を示しております。見ていただけるとわかりますとおり、都市部
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以外に関しては各社とも十分なＬＴＥ通信ができていない状況にございますので、この点

は日本との大きな差異であると考えております。詳細は後ほどご確認いただければと思っ

ております。 

 ページちょっと飛んでいただきまして、１７ページ目ですけれども、日本通信のキャリ

アの利益率ということで、通信キャリアの利益率比較においては、国際的には特別高い水

準にはないと考えておりますので、こちらも参考としてご覧いただければと思っておりま

す。 

 続きまして、利用者の負担感についてですけれども、１９ページをご覧ください。利用

者の負担感の要因につきましては、主にわかりにくさ、あとはプランのミスマッチ感とい

うものが背景にあると考えております。 

 ２０ページ目をご覧ください。こちらの対応としましては、弊社としては料金体系のシ

ンプル化というものを図っており、引続き努力を重ねていきたいと考えております。 

 ２１ページ目は飛ばしまして２２ページ目ですけれども、先ほど述べました分離プラン

への移行による効果ということで、通信と端末の分離でお客様に料金がわかりやすくなり

つつありますので、こちらについては先ほどのワイモバイルブランドの分離も含めて、引

続き取組を推進していきたいと考えております。 

 ２３ページ目は飛ばします。２４ページ目をご覧いただきますと、理解促進のための取

組ということで、料金プランのギャップ解消ということを目的に、利用実績に応じた料金

プランのご案内というのを来年３月から予定をしております。 

 最後、２５ページですけれども、参考としまして、その他ユーザーの負担感の増加要因

が何であるかということを想定として書かせていただいています。通信料金以外の要素と

して、例えば端末価格の高額化ですとか、通信料金以外の回収代行分の請求金額の増加、

こういったものも影響している可能性があるのではないかと考えておりますので、こちら

あたりも少し精緻に検証していく必要があるかなと思っております。 

 続きまして、端末購入補助についてご説明させていただきます。２７ページ目をおめく

りいただきまして、端末購入補助につきましては、これは過去も繰り返し議論させていた

だいておりますけれども、メリット、デメリット双方がございますが、過剰な補助につい

ては適正化が必要というふうに考えております。 

 ２８ページ目をご覧ください。まず通信キャリアによる端末購入補助についてですけれ

ども、基本的に各社様とも分離プランに移行していきつつありますので、端末購入補助に
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関しては大きく減少する見込みかと思っております。 

 その一方で、端末補助の完全禁止というのは少し過剰規制なのではないかと考えており、

かえって、５Ｇサービスの拡大ですとか、キャッシュレス化、あとは端末流通、中古も含

んでですけれども、そういったところに副作用を及ぼす懸念があるのではないかと考えて

おります。 

 海外の例ですけれども、韓国では支援金として約３万円が上限として規定されるといっ

たレギュレーションがございました。こちらについては後ほど少し触れさせていただきま

す。 

 ２９ページ目をおめくりください。代理店による端末購入補助ですけれども、こちらは

当然代理店の自由競争を阻害しない範囲内でということにはなろうかと思いますけれども、

過剰な代理店の独自還元の抑止ルールというものに関しては検討する余地があるものと考

えております。 

 現状と幾つかのパターンを書かせていただいておりますが、案としましては、事業者に

対しての規制を追加するパターン、あるいは販売店や販売価格そのものに規制を追加する

パターンなどが考えられます。ただし、どちらも課題、いろいろ整理するべき事項という

ものがございますので、ここは引き続きこの場で議論を深めさせていただきたいと弊社と

しては考えております。 

 ３０ページ目をおめくりください。これは先ほども触れました韓国の話ですけれども、

参考として、韓国では今端末の過剰値引きが行われていないという状況です。これについ

ては、先ほど述べさせていただいた奨励金の上限規制というのももちろんあるのですけれ

ども、ほかにも公務員主体の端末流通調査団といったものですとか、あとは一般通報窓口

という過剰な端末補助を調査するところが牽制機能として一定程度働いているのではない

かと弊社としては分析をしております。 

 ３１ページ目、こちらも参考ですけれども、韓国で是正命令が出されたものを抜粋して

おります。見ていただきますと分かるように、店頭で掲示されているサイズまで指定した

違反事実の表示義務ですとか、課徴金など、かなり細かい是正命令が販売店に対して出さ

れている事例がございます。 

 続きまして、３２ページ、期間契約についてです。３３ページをおめくりください。ま

ず前提としまして、期間契約や自動更新に関しては商慣習としては一般的であると考えて

おります。 
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 ３４ページですが、当社では、これまでの議論も踏まえて、契約期間に応じた料金プラ

ンを３つ用意しておりまして、お客様が選択できるように契約時に差異の説明も努めてお

ります。 

 ３５ページ、これまでさまざまな取り組みをやっておりまして、来年３月の更新月の３か

月化に向けて鋭意開発を進めているところでございます。 

 ３６ページ目も参考ですけれども、２年契約や自動更新に関するお客様の苦情というの

は減少傾向にございますので、後ほどご覧いただければと思います。 

 ３７ページ、今後の対応ですけれども、我々としては、これまでの総務省様の議論経緯

からも、期間契約ですとか自動更新つきの料金というのは選択肢としては認められるべき

であると考えておりますが、仮に課題があるのであれば、追加措置の検討余地はあるもの

と考えております。 

 具体的には、自動更新プラン以外がお客様の選択肢としてより一層機能するように、期

間契約なしプラン等の値下げを検討するという案や、これはドコモが一部やられておりま

すけれども、２年契約満了時にフリーとか自動更新を選択する仕様へ変更するといったよ

うな案が考えられるかと考えております。 

 ３８ページ目をおめくりください。続きまして、４年割賦ですけれども、当社の４年割

賦につきましては、プログラム料や解約時のペナルティもございませんので、再加入条件

を１１月に撤廃するということとあわせて、拘束性は基本ないものと考えております。 

 ３９ページ、「最後に」ということで、１点、今後の議論に関してお願いしたいことを述

べさせていただいております。当社としましては、利用者料金低廉化ですとか消費者保護

に資する取組について前向きに検討していく所存です。 

 他方、以下の点についてもご配慮いただきたいということで、１点目につきましては、

過去の政策や検証・レビューを踏まえてきちんと議論いただきたいということと、２点目

としましては、ＭＮＯが負っている社会的責務ですとか、ネットワーク品質への影響につ

いて配慮いただきたいという、この２点になります。 

 ４１ページ目ですけれども、そちらの具体的な中身で、これまでもいろいろなモバイル

競争のルールの議論に関して、要請に対応しておりますので、現状やっていることも多く

ございます。ですので、不要なコストが極力生じることのないように過去の政策のレビュ

ーというものをきちんとやっていただきたいという趣旨でございます。 

 ４２ページ目は、今後のＭＮＯのネットワークに関しては、より高度な通信基盤になり
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ますので、ＭＮＯの設備投資意欲をそぐことのないバランスのよい政策議論を希望させて

いただきたいと考えております。 

 残りは参考資料になりますので、後ほどご確認をいただければと思います。ご説明は以

上です。ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもご説明ありがとうございました。続きまして、一般社団法人全国

携帯電話販売代理店協会、以後全携協と呼ばせていただきます。その副会長の西川様から

ご説明をお願いしたいと思います。全携協におきましては、８日に開催された消費者保護

ルールの検証に関するワーキンググループでご発表いただいております。本日はその際の

資料にも触れながらご発表いただくようお願いをしてございます。 

 それでは、西川様、よろしくお願いします。 

【全国携帯電話販売代理店協会（西川）】  全携協の西川です。今回は、これまでの協会

の活動の成果やショップ現場の状況をプレゼンしてはどうかとのサジェスチョンを総務省

様から頂戴しました。せっかくですので、少しだけお付き合い頂きたいと存じます。 

 では、お手元の２ページと３ページの年表を見開きでご覧ください。ここに当協会の成

り立ちと４年間の振り返りが書かれてございます。 

 ①から順にお話し申し上げます。２０１４年夏、協会が発足する前は、我々は不勉強で

した。クーリングオフ制度の導入是非に関するワーキンググループが開催されておりまし

たが、我々代理店はワーキンググループの会議内容にも疎く、また、自分たちがどう見ら

れているかも全くわかっておりませんでした。初めて参加したワーキンググループで悪徳

代理店がいるというお言葉にショックを受けるとともに、自らの不明に恥じ入った次第で

ございます。 

 その後、総務省からアドバイスもいただき、２０１４年１２月に一般社団法人として協

会を設立しました。我々の危機感は大変強く、設立と同時に猛然と苦情収集・分析をスタ

ートさせました。月に３,０００件前後の苦情報告が店舗から集まり始め、こうすれば改善

できるという提案も店舗から多数寄せられました。キャリアブランドごとに現場の店長に

も集まってもらい、毎月キャリアと現場目線で対策を練って改善を進めてまいりました。

さらに、全国消費生活相談員協会、日本消費生活アドバザー・コンサルタント・相談員協

会、主婦連合会、老テク研究会、国民生活センターをはじめ、消費者関連団体の皆様と意

見交換をさせていただき、数々のアドバイスを賜るなど、大変お世話になっており、心よ

り感謝申し上げております。 
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 全国１１地域の消費者支援連絡会は、協会設立以来全て出席させていただいています。

当初はこの連絡会で議論されるクレーム事例の３割前後が携帯電話でした。しかし、改善

努力を続けた結果、ことしは１１地域中、何と４地域で携帯電話クレーム事例がゼロとな

りました。 

 私どもは改善の大きなヒントは常に現場にあると考えています。日々お客様と接するス

タッフからの年間１万１,０００件の改善提案は、現場ならではの意見であり、改善の大き

な原動力となっています。ＰＩＯ－ＮＥＴベースの携帯電話関係の苦情相談件数は、それ

まで年々増加の一途でしたが、こうした地道な努力が実を結んだのでしょうか、平成２７年

度をピークに減少に転じ始めました。当協会は２０１７年１月、あんしんショップ認定制

度もスタートさせ、全国のキャリアショップを対象とした公正かつ中立な認定制度を運用

しております。 

 また、定期的なセミナーも実施し、総務省の皆様には講師として登壇いただき、その時々

の課題や行政の方向性をわかりやすくレクチャーいただくなど、会員各社の消費者保護へ

の意識を向上させる努力を続けております。 

 まだ登山で申しますと３合目にたどり着いたところからと思いますが、こうした活動を

評価いただき、ことし６月には当協会は総務大臣表彰を受賞させていただきました。 

 さて、現在直面しています大きな課題の１つは、６５歳以上の方々の５０％がスマホを

持ち始めた。すなわち、レイトマジョリティがスマホをお使いになる時代が来たという課

題です。こうした年代の方々の苦情相談は年々徐々に増えています。ショップ現場では操

作説明を希望されるこの年代の多くの方々が来られています。スマホの基本操作だけでは

なく、ＬＩＮＥの使い方やＳｕｉｃａの同期の仕方など、本来我々が販売した範囲を超え

た数々のアプリに関するご説明も現場では求められています。 

 プレゼンの最後に、お客様から届いたお便りをご紹介したいと思います。待ち時間も接

客時間も長いとのご指摘は真摯に受けとめるべきと考えます。一方でショップ現場ではこ

のお便りに書かれたように、お客様に喜んでいただくために日夜一生懸命頑張っているス

タッフが全国にたくさんいることも国民の皆様には何とぞお知りおきいただきたいと思い

ます。 

 ５ページのお手紙です。私は、１０月１４日、Ａ店にてスマホを購入しましたＢと申し

ます。主人と二人、６０代になってのスマホデビューです。Ａ店のスタッフの方から「購

入時、アンケートメールが届くと思いますが、よろしかったら返信のご協力をお願いしま
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す」と丁寧な説明を受けていたにもかかわらず、スマホ操作にふなれなため、主人も私も

そのアンケートメールを消してしまいました。実はアンケートメールだという認識さえあ

りませんでした。 

 購入時、私どもを接客してくださったＣさんという方で、スマホについて何の経験も知

識もない私どもにとても親切に接してくださいました。拙い質問にも笑顔で対応してくだ

さり、その姿はまさに初めておはしを持つ幼子にやさしくはしの持ち方を教えるよう、見

守るような母親そのものでした。 

 そのＣさんが、私どもが帰る間際に、「不都合なことがあったり、分からないことがあれ

ばいつでもお越しくださいね」と満面の笑顔で話してくださった言葉を思い出し、次の日

再度お店を訪ねました。アンケートメールを消してしまったかもしれないので、再送信し

てもらえば必ず返信したいのですがと申し入れましたが、昨日購入時の１回のみの送信で

してと、逆に申しわけなさそうにお返事されていました。 

 その上、操作の手順をわかりやすくメモに書きとめてくださったり、初心者向けのアド

バイスもくださったりと個人レッスンのように教えていただきました。 

 Ｃさんの心温まる対応に感謝するとともに、アンケートに返信できなかった私どものせ

めてもの気持ちとして、実筆のアンケートのお返事とさせていただきたく存じます。 

 最高の接客でした。かしこ。 

 以上でございます。どうもご清聴ありがとうございました。 

【新美座長】  どうもありがとうございます。それでは、質疑応答に移りたいと思いま

す。討議の時間はその後に設けますので、ただいまの事業者の皆様から大変貴重なお話を

いただきましたので、その説明へのご質問やご意見を中心としてご発言をいただきたいと

思います。よろしくお願い申し上げます。いかがでしょうか。じゃあ、佐藤構成員、よろ

しくお願いします。 

【佐藤構成員】  私自身の理解を補うために質問させていただきます。 

 ＫＤＤＩの４年縛りの問題で残債免除の話があり、これは端末の購入補助で確かに問題

ではあるけど、「一定レベルの端末補助は正当」と説明。ソフトバンクも、端末の購入補助

に関しては、「過剰な補助については適正化が必要」、すなわち適正ではないけれど、過剰

でなければよいと説明。私の質問は、ソフトバンクに、その過剰の定義はどう見たらよろ

しいかということ。 

 経済学的に考えてみると、補助がなされているということは、どこか他のサービスとか、
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他の顧客からの補填がなされていて、他のサービスや顧客に不当にコスト・負担をかけて

いる可能性があるということ。額の問題である以上に、どの顧客からどの顧客に、どのサ

ービスからどのサービスに補填がなされているかが問題で、そのことによって顧客間の公

平性等に影響する問題があるというのが私の認識です。過剰かどうか額の問題だけではな

く、どこからどこにお金が動いているか、そういう問題も大事ではないかという考えに関

してソフトバンクに意見を伺いたい。 

【新美座長】  松井様、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  はい。過剰か、過剰じゃないかという基準は非常に難しくて、

以前も、幾らならよいのかという話をさせていただいていることは何度もあるのですけれ

ども、今みたいに例えば１０万円とかをキャッシュバックしたり、１０万円とかを月々割

で値引きしたりというのは、それはさすがに行き過ぎだろうというのがある一方で、それ

が例えば数万円レベルであっても、本当にお客様にとって、端末を買いかえていくことに

よるイノベーションの進化や、いろいろな端末流通に対する貢献みたいなものもあります

ので、そこが１・０の議論であると、少々極端な規制になり過ぎないか。 

 それで例として持ち出したのが韓国の事例で、韓国ではキャリアは大体３万円で、販売

店はその割引上限額の支援金の１５％というふうになっていて、この金額レベル感が日本

でよいのかどうかというのはまた議論があるとは思うのですけれども、少なくとも我々が

把握している範囲で、端末購入補助的なものを全く出してはいけないというようなレギュ

レーションがある国は認知していないものですから、そこに関しては、適度な範囲での補

助というものは認められるべきではないかということで述べさせていただいた次第です。 

【佐藤構成員】  私の考え方に関する質問に対して、適切にご意見いただいたようには

思えず、前に話されたことを繰り返して、額の問題ですとだけ答えたように思ったのです

が、それでよろしいのか。どこからどういうふうにお金が動いているかとか、誰が誰に補

助しているかで、やはり不公平感とか、問題が起こってくるように思うのですが、どう思

いますかという質問でした。 

【ソフトバンク（松井）】  そういう意味では、どこからという観点では難しくて、ネッ

トワーク産業、設備産業でありますので、お客様があるネットワークに入っていただくこ

とによって、ネットワークの価値が上がり、それに対するネットワークの単価が下がって

いくということが設備産業として当たり前の概念としてあり、我々としては、そこに関し、

厳密にどこのお金をどこで補塡するとかというような、会計分離の話とまで厳密に捉えて



 -18- 

いるわけではございませんが、全体最適というか、我々も当然お客様に対して低廉な料金

でサービスを提供していきたいというようなポリシーがございますので、そういう意味で

は、一定の補助というものが全体の中で負担されるというものは一定範囲では認められる

べきではないかというふうには思っております。 

【新美座長】  私も佐藤構成員と同じような関心を持っています。松井様もおっしゃっ

ていましたが、採用しているところは会計分離みたいなシステムを導入しているかどうか

というのが気になるのですが、韓国ではどうでしょうか。 

【ソフトバンク（松井）】  韓国で会計分離をキャリアごとにやっているという情報は持

ち合わせておりません。もし必要であれば確認させていただきます。 

【新美座長】  同じようにＡＴ＆Ｔがやっているということですが、これもどうだろう

かと気になったので、もしも情報が今後出るようでしたらよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 ほかに。大橋構成員、どうぞ。 

【大橋構成員】  本日はありがとうございます。通信の契約と端末の契約を分離するお

話を各社さんからいただいたと思うのですけれども、ＫＤＤＩ様の資料が、ちょっと典型

的なのですけれども、３ページ目の２ポツ目にａｕの分離プランはａｕのどの端末でもご

契約可能と書いてあるのですね。ａｕの端末に限っているということなのだと思うのです

けれども、そもそも分離プランであれば、通信契約だけで単独で存在してもいいような気

はするわけですが、１つ伺いたいのは、各社さんにこの分離プランのご発表は端末との関

係がどうなっているのかというところと、今の私の疑問についてどうお考えなのかという

ことをお伺いできればと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

【新美座長】  それはまずＫＤＤＩに伺い、他の２社にも伺いたいという趣旨ですか。 

【大橋構成員】  そうです。 

【新美座長】  では、まずＫＤＤＩからお願いします。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  ＫＤＤＩでございます。３ページ目で書いた趣旨というのは、今

までの毎月割との比較でａｕのどの端末でもと書かせていただきました。ＫＤＤＩの場合

は、いわゆる持ち込みのＳＩＭフリーの端末で、ピタット、フラット、この分離プランを

利用するということも可能でございます。 

 ここでａｕのどの端末でもと書いたのは、今まではいわゆる毎月割がかかっていました

ので、この端末についてはこういう割引、この端末についてはこういう割引というような、



 -19- 

いろいろな区別というか、差があったのですけれども、このプランについてはどの端末で

も全く同じように適用します、そういう趣旨でこういう言い方をしましたけれども、いわ

ゆるＳＩＭフリーの持ち込み端末であっても契約は可能でございます。 

【大橋構成員】  今おっしゃったとおりだと思いますけれども、ａｕの新機種であれ、

中古であれ、他社さんであれ、持ってくれば、端末にかかわらず、全ての契約者が同じ分

離プランの中の通信契約を制約なく使うことができるというふうにおっしゃったというこ

とですか。はい、ありがとうございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございます。それでは、ドコモの丸山様、お願いしま

す。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  ドコモの丸山でございます。先ほど冒頭に申し上げましたよ

うに、私ども、新たな料金プランは分離を軸に考えておりまして、そのときの大前提は、

ＳＩＭのみの料金で通信料金を設定するということが条件であると考えております。 

【新美座長】  わかりました。ありがとうございます。それでは、ソフトバンクの松井

様、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  弊社も全く同様です。 

【新美座長】  ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問。長田構成員、お願いします。 

【長田構成員】  ドコモに、ずっとドコモ割の定義をまず教えてください。 

【新美座長】  丸山様、よろしくお願いします。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  長年ドコモをご愛顧いただいたお客様にそれを還元するとい

う考え方であります。 

【長田構成員】  長年、つまり、これまで過去の契約のことと理解をいたします。では、

なぜ、１０ページのフリーコース２,７００円にずっとドコモ割が適用対象外となるのか、

その理屈を教えてください。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ドコモでございます。１０ページのフリーコースのところで、

ずっとドコモ割の対象外ということでフリーコースを設定させていただいておりますけれ

ども、このフリーコースをつくったときには、総務省のご議論で、解約金なしでやめられ

るプランをつくりましょうという話を受けたものでございました。いろいろ検討しました

けれども、この際、解約金なしでやめられるコースをつくる。つまり、コースを選ぶ方、

お客様は、残念ながらドコモをおやめになるということをお決めになって選択されるとい
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うことでございますので、そのときにやり方を幾つか検討しましたけれども、例えば

２,７００円とありますが、少し高い料金にするとか、そうでなくて、検討した結果、ずっ

とドコモ割という長くご契約いただいたことによる、これからもご契約いただく前提のコ

ースと、それから、おやめいただくような形のコースということで、フリーコースではず

っとドコモ割の適用対象外というふうにさせていただいたところでございます。 

【長田構成員】  すいません。では、２０１６年６月から新設されたこのフリーコース

のお客様は皆さん数か月でドコモを解約されているという事実があるということでよろし

いのかということと、それから、ここのところにＳＭＳで契約満了のお知らせを送付とあ

りますが、これは２年目のところがフリーコースの契約が満了になるという理解でよろし

いのか、教えてください。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ＳＭＳでお答えしますが、２年ごとに定期契約満了の前にお

送りをしているものでございます。 

【長田構成員】  フリーコースは２年間で契約が切れるものということなのでしょうか。

解約金が発生しないコース、このフリーコースは、２年ごとに契約が切れるということな

のでしょうか。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  ２年単位の契約でございます。 

【長田構成員】  ということは、ここで継続の手続をしないとどうなるのでしょうか。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  フリーコース継続のお手続ということでしょうか。 

【長田構成員】  ええ。２年間の契約ですよね。満了のお知らせを受け取った人はどう

すればいいんですか。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  このまま継続のフリーコースになります。 

【長田構成員】  それは、つまり、自動に継続するということですか。そういうことに

なっていらっしゃる方がどの程度いらっしゃるのか、教えてください。 

【ＮＴＴドコモ（田畑）】  具体的な数字は持ち合わせておりませんが、最初にご質問が

ありましたフリーコースを選ばれたお客様は、時期はありますけれども、途中でおやめに

なるケースが多いと認識しております。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

【長田構成員】  とりあえず。 

【新美座長】  ほかにご質問、あるいはコメントございましたらお願いします。それで

は、西村さん、お願いします。 
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【西村（真）構成員】  どういう理解をしたらいいのか教えていただきたいと思ってい

ます。ソフトバンクの資料２８ページの中で書いてある文言だったのですが、キャッシュ

バックによって中古端末の流通が促進されるというふうに書いてあるのですが、この関連

性についてご説明いただければと思います。 

【ソフトバンク（松井）】  こちらは端末購入補助が全くなくなった場合に、端末の流通

ですとか端末の売買自体がかなり今に比べると少なくなるのではないかという問題意識か

ら、端末が当然市場に出回らなくなれば、そういう流通というものが中古端末も含めて少

なくなるというような懸念はないかということで書かせていただきました。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

 ほかにご質問ございましたら。それでは、北構成員、どうぞ。 

【北構成員】  野村総研の北でございます。たくさん聞きたいことがありますが、まず

は、分離プランという言葉がたくさん出てきておりますが、分離プランの定義は確たるも

のが世の中にあるわけではありません。ソフトバンクの資料で、キャリアによる端末購入

補助と代理店による端末購入補助に触れていただいております。例えば私の資料２の

１４ページ、１５ページ。これは決して特殊な例ではなく、このような売り方は全国で散

見されるわけでございます。この４３万円とか何十万円という還元は、原資がどこから来

ているのか、それは合わせ技なのです。キャリアからの端末購入補助、代理店さんによる

自腹、利益を削って値下げする分、あと、キャリアから代理店さんに支払われる運営支援

費や営業活動支援費等、直接的な端末購入補助に当たらないその他の支援金を代理店さん

がこういった値引きに使っている。 

 結局、キャリアが分離プランと言われているものを導入しても、現場では端末が非常に

安く買える。その値引き原資は、結局はキャリアさんが出しているのであって、それは全

ユーザーの通信料金から回収されている。会計分離はされていないわけですから。 

 ということは、完全分離プランではない、と思いますが、ここについてＫＤＤＩとソフ

トバンクにコメントをいただきたいと思います。 

【新美座長】  それでは、まず古賀様からどうぞ。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  ＫＤＤＩでございます。私どものピタット・フラット分離プラン

と申し上げているのは、端末購入を条件としたいわゆる毎月割というのがなくなったとい

う意味で、分離プランの第一歩だろうと思っています。 

 今までの過剰な行き過ぎた端末購入補助というのがよくないということで進めてきてお
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りますので、我々としては、分離プラン、我々でいうとピタット・フラットにどんどんシ

フトしていかなければいけないのではないかというような思いで今回のアップグレードも

やっています。定義はと言われると、すぐにはどうだと言えないのですけれども、少なく

ともこちらの方にシフトすべきではないかと思っています。 

 代理店を通じてというのは、なかなか我々が代理店を拘束することもできないという面

がありますけれども、市場で行き過ぎたものが出てくるというのは問題だろうと思ってい

ますので、そこについては問題が出ないような方策は何かないか、一方で、代理店が自由

に活動するということで利益を上げていくというようなこともございますので、そういっ

たバランスをうまくとった落としどころがないかなと思います。 

 以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございます。それでは、ソフトバンクの松井様、よろしくお

願いします。 

【ソフトバンク（松井）】  ご指摘のとおりで、キャリアが分離プランを徹底しただけで

は、道半ばといいますか、十分でないと思っています。当然代理店の自由な経済活動とい

うのは認められるべきではあるのですけれども、そこが先ほどの北構成員に見せていただ

いたような過剰な還元みたいなものが、原資がキャリアから出ているのか一部自腹がある

のかは別として、出てくるのであれば、結局分離プランはキャリアがいくら頑張って入れ

たところで、最終的にお客様にわたるのは市場のショップの金額ですので、形骸化してし

まうということがありますので、我々としては、弊社の資料の２９ページの中で、そこに

対する対策として、ちょっとまだ十分煮詰まっていないまま出させていただいて恐縮では

ありますけれども、１つは、事業者に対しての何らかの規制強化をすることで、そこのチ

ェックができないかというものと、販売店、販売価格に対してのチェックというものがで

きないかというものを２つ案として出させていただいていて、それを検討する１つの材料

として、韓国の例が諸外国では進んでおりますので、そういうものを参考にして議論させ

ていただきたいという考えでございます。 

【新美座長】  ほかにご質問、ご意見。では長田構成員、どうぞ。 

【長田構成員】  いわゆる４年縛りのところで、ＫＤＤＩの８ページの残債免除プログ

ラムに拘束性はないと。ないは、２０１９年１月からのことをおっしゃっておられるので

しょうか。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  その意味で、プログラム再加入という条件があると、やはり次も
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このプログラムに入ってａｕの回線を使い続けていただくというのが条件になっておりま

すので、私どもとしてはここについては真摯に撤廃するということで、これによって拘束

性は、基本的にはａｕ回線を継続するということはございませんので、ないのではないか

と考えております。 

【長田構成員】  そうしますと、６ページ、端末を契約して、４８か月の割賦だけれど

も、端末買いかえピークが２４か月なので、結局ここで残債の免除という仕組みがあると

いうことは、２年間の拘束ということはあるということですよね。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  このプログラム自体は、お客様にご選択いただいて、２年間は、

その意味では２４か月は割賦で、残債免除を受けるためには、ＫＤＤＩを使い続けていた

だくということです。ＫＤＤＩを使い続けていただかないでやめるという方は離脱もでき

ます。 

【長田構成員】  新しい端末を購入した上で出ていいとおっしゃったのですよね。その

場合の残債をどういうふうに考えるのかと、もう一つ、今のご説明だと、いわゆる私が思

っている２年縛りであり、それは条件一緒ですよね。２年間拘束でＫＤＤＩと契約をした

ら、そこで残債が免除されるということになりますか。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  回線としての２年契約というのもございますし、いわゆるアップ

グレードプログラムで２年後に買いかえるときに残債を免除したいとお考えのお客様につ

いては、２年間ＫＤＤＩのサービスを継続してご利用いただく必要がありますので、その

意味では２年間入ってくださいというようなプログラムでございます。ただし、お客様に

はきちっと選択いただけるようにしているということでございます。 

【長田構成員】  だから、実質的な拘束は２年間とおっしゃっているのですよね。賛成

しているわけでは全くないですけれども、一応確認で伺っているのと、それから、そうい

うお話を伺えば伺うほど、通信契約を長くＫＤＤＩ、ａｕさんと契約を続けるよりも、新

しい端末を買ってもらったほうが大切というふうにおっしゃっているように聞こえるので

すが、いかがでしょう。 

【ＫＤＤＩ（古賀）】  新しい端末を買っていただくほうが大切とは全く我々は思ってい

ません。やはりお客様、端末と回線があって初めてサービスが成り立ちますので、端末を

新しくしていただくということも大事ですし、我々はやはり回線の事業者ですので、回線

を継続してご利用いただくほうがより重要ではございます。ただ、今回については、ここ

の部分が拘束性が強いというご指摘でしたので、ここについては外すということで今回の
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プログラムが全体として成り立っているということでございます。 

【新美座長】  よろしいですか。 

【長田構成員】  仕組みが分かりません。 

【新美座長】  私もＫＤＤＩの資料９ページを見ていて思ったのですけれども、残債免

除というのは一体何を免除しているのかよく分からない。要するに、購入補助をしていま

すというのは分かるのですが、永久に続くわけじゃありませんので、最後の最後はやはり

帳尻合わせてもらいますよということで支払いを求めるわけですね。そうすると、基本的

には補助はずっと続いていくということになるのと違うのでしょうか。 

【ＫＤＤＩ（岸田）】  今のご質問の答えになっているかどうか分からないのですけれど

も、支払いを求めるということではなくて、残債免除をしますので、この端末に関しては、

免除した時点で、支払いは終わります。 

 それから、何を免除しているかという意味でいいますと、ここの表で①－②のところの

端末購入補助相当額というところが、結局下取り相当額との差分になりますので、ここの

部分は、正しく言うと、①の残債免除額をご負担いただかなければならないのを、それを

免除しますという意味では、そこを全部免除しています。ただ、弊社側で下取りするので、

その分は補われるということと、あと、弊社で足りない分は出していますということなの

で、免除されているところはどこかと言えば、形式上は半額、実質でいうと①－②のとこ

ろが実質ということになるかと思います。 

 あともう１点だけ補足ですけれども、８ページの分岐の図ですけれども、最初の２年間

縛られるかということに関しては、これは先ほどご説明したとおり、お客様の選択で入っ

ていただくのですが、もし途中で気が変わったら、枝分かれがちょっと分かりにくいです

が、一番上で加入して、右側に行って、非加入に矢印が伸びていまして、途中でやめてい

ただくことも可能です。さらには、このプログラムをやめることも可能ですし、ａｕをや

めるということも可能ですので、ここも選択の自由が確保されておりますので、そこは１点

つけ加えさせていただきます。 

【新美座長】  ありがとうございます。今言ったのは、支払いができなくなるから免除

だというのはちょっと不正確で、民法のロジックでいえば、精算して残りがあったら免除

しますというのが本来の考え方ですので、この額、４万９千何円をそのまま残債免除だと

いうのはある意味で誤認を生じさせる表示であることは間違いないと思います。これは法

律家としての意見ですが。 
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 あと、ほかに。佐藤構成員、どうぞ。 

【佐藤構成員】  ドコモの資料の中に解約金の金額９,５００円が示されていたので、質

問させていただきます。普通コスト等に基づいて料金というものが決まってくると思って

います。解約金の算定根拠は何ですか。コストを反映しているものなのか、コストと全く

違う考え方のものなのか。さらに、長期間、長く同じ金額であるとすれば、コストとか料

金が下がっている中で、解約金が下がっていないのはなぜなのか、あるいは、今後、そう

いうコストや料金のトレンドを見ながら下げていく等の考えもあり得ると思われるのか、

これはドコモに伺いたいと思います。 

【ＮＴＴドコモ（丸山）】  解約金については、今ご指摘のようにいろんな考え方があろ

うかと思いますが、まず１つは、消費者利益に対する配慮というか、わかりやすいという

ことで、解約金は一定額にさせていただいております。したがって、２年契約期間中の解

約金は一定額です。金額の水準のお話があろうかと思いますが、それにつきましては平均

的な逸失利益を大きく下回る水準に設定させていただいているというのが考え方でありま

す。 

【新美座長】  どうぞ。 

【佐藤構成員】  逸失利益をもとに計算されているということなので、それでは逸失利

益をどう計算しているかを伺いたいので、データ等で示していただけるという理解でよろ

しいですか。 

【新美座長】  それは可能だと。 

【佐藤構成員】  では、お願いします。 

【新美座長】  関口構成員、お願いします。 

【関口構成員】  ソフトバンクの２９ページについて松井様にご質問がございます。抑

止ルールを検討という主語はソフトバンクですか。 

【ソフトバンク（松井）】  主語の話ですか。 

【関口構成員】  検討しているのは具体的にどなたを想定していらっしゃいますか。 

【ソフトバンク（松井）】  検討は当然業界でも検討しないといけないと思いますけれど

も、当然業界だけでこういうルールというのは難しいと思っておりますので、行政の総務

省さんや、公正取引委員会さん等の意見を聞きながら最終的に何が制度的にできるのかと

いうのを決めさせていただきたいというのが弊社の考えです。弊社の中でもいろいろアイ

デアを出して総務省等と議論をさせていただきたいと思っております。 



 -26- 

【関口構成員】  ソフトバンクからこういうご提案をいただくというのは大変心強いの

ですけれども、具体的に総務省の指導をするということの裏側には、事業者から具体的な

運営費だとか手数料といった代理店に対する支払いの実態がデータとしてお示しいただけ

るということが大前提になるのですが、そのことを含めてご提案というふうに理解してよ

ろしいですか。 

【ソフトバンク（松井）】  そうですね。 

【関口構成員】  現状がどうなっているかも教えてください。 

【ソフトバンク（松井）】  はい。現状も販売店に対する手数料に関しては幾つかのカテ

ゴリーで出させていただいていますけれども、今との大きな違いは、基本的に端末購入に

ひもづいたインセンティブのところが現状のガイドラインの規制の範囲内に入っておりま

す。そうすると何が起こるかといいますと、図の真ん中に書いてあるようなその他の運営

費や、手数料、あるいは端末に紐付かないような手数料というものが、結局お金に色はな

いものですから、販売店の過剰なキャッシュバックといったものに流用されているのでは

ないかというところがございますので、弊社の真ん中の案は、これはちょっと現実的かど

うかというのはまだちゃんと検証はしておりませんけれども、事業者がここも含めて総務

省さんにきちんと報告をした上で、いわゆるインセンティブの総額上限規制みたいなイメ

ージですけれども、極端に言えばそういうことも含めてできないかという案でございます。

ただ、これに関しては、なかなか全部の金額を総務省さんにお出しして、では１回線当た

り何万円だったら良いと、その店舗が例えば月間どのぐらいとりましたと上限が決まった

としても、それで足切りされて、それ以上出しているものはアウトだということに単純に

なってしまうと、やはり我々、販売店の方に当然いろいろな店舗支援とか、お金を渡して

店舗がうまく回るようにというような、さまざまな費目がございますので、そういったと

ころまでこの中に入れてしまってガラス張りにして一律の基準を設けることができるかと

いうことに関しては、社内でもいろいろ議論はしているのですけれども、少々難しいのか

なと。 

【関口構成員】  それはずるいって。 

【ソフトバンク（松井）】  ですので、そこに関しては、もう一工夫、二工夫必要なので

はないかと思っております。ですので、これはたたき台と思っていただければ幸いです。 

【関口構成員】  たたき台という言葉は良いのだけれども、今までもぐらたたきのよう

に抜け道を探しては奨励金を出す等という形がずっと続いてきているわけですよね。です
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から、正規ルートはもう出していませんという出し方はやっぱりフェアではないですよね。

少なくとも総務省が指導するというからには、やっぱり実態をちゃんと出していただかな

いと、指導のしようがないわけですよね。ですから、北構成員がご提示いただいたように、

ポスターの写真撮って、ほら見ろとやらないと、実態が表に出てこないというような事態

になるので、逃げ道を用意した上で表面だけの指導で良いでしょうということにはならな

いわけですよね。その意味でいったら、お出しになる御社からまずは範を垂れていただく

と。ほかの２社さんも驚いているかもしれませんけれども。もしこのようなことについて

誠意 があるとおっしゃるのであれば、もちろん平場で出せなんて言っていませんので、行

政当局にそれなりの資料、分析可能な資料をお出しになるのがこの資料の裏側についてこ

ないといけないと思いますが、いかがでしょうか。 

【ソフトバンク（松井）】  それに関してはもう既に出しておりますので、引き続き調整

をさせていただきたいと思っています。無責任にこれを出しているわけでは全くございま

せん。 

【関口構成員】  よろしくお願いします。 

【新美座長】  ありがとうございます。質問の時間だと申し上げておりましたが、討議

の中身にも入っていますので、これからは討議の時間とさせていただきます。なお、質問

はまだまだたくさんあるかと思いますけれども、追加の質問がある場合には、今月の１９日

までに事務局までご連絡いただけますようお願いします。その場合に、さらに今日ご発表

いただいた方には追加質問という形でご対応をお願いするということで処理させていただ

ければと存じます。 

 それでは、討議に移りますので、質問については今言ったような方法でやっていただい

て、ご意見を賜りたいと思います。なお、今日は利用者関係に関する事項についてのヒア

リングでございますので、討議につきましてもそこに焦点を合わせてお願いしたいと思い

ます。なお、議論の中で、本日の各社の説明内容等について確認したいということがある

場合には、その限りで質問をしていただいて、意見を戦わせていただければと思います。 

 それでは、よろしくお願いしたいと思います。どうぞご発言よろしくお願いします。で

は、大谷構成員。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。今日各社から端末購入補助のあり方について

プレゼンテーションをいただきまして、これまでの理解を確認することができたのですが、

やはり行き過ぎた端末購入補助という言い方もされていますけれども、行き過ぎているの
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かどうかといったことも含めて、いろいろ問題点が出てきているというのは共通の認識に

なっているかと思います。 

 １つ目の問題は、消費者にとって購買行動をゆがめる働きがあるということでしょう。

本来的には自分の身の丈に合わない端末の選択に促され、買い替えなどにも促されるとい

った問題が１つあり得るかと思います。 

 それからまた端末購入補助が実質的にできない利益の薄い事業、ＭＶＮＯ等の事業を圧

迫する等の市場に与えている影響というのも懸念されているところだと思います。 

 そして、これはかねてからよく指摘されているところですけれども、３つ目には、長期

的に利用されている利用者から得た収益というのをその財源にしているわけですので、両

者間の不当な差別といった問題も出てきていると。３つほどの問題が直ちに指摘できるの

だと思います。 

 それについて端末購入補助をやめるという選択肢を選んだ場合に何が起こるかというこ

とについても本日プレゼンテーションの中でも触れられたところで、これから端末が売れ

なくなるのではないかとか、５Ｇ時代についての投資環境が整わないとか、さまざまな弊

害についてのご見解も得られたところなのですが、一旦端末購入補助とか残債免除という

ことを全てなくしてしまったときに本当にどういう影響があるのか。あるいはそれに部分

的に制約をかけて、韓国の例をご紹介いただきましたけれども、一定の範囲にとどめた場

合に何が起こり得るのかといったことの政策シミュレーションをこの機会に行いまして、

そしてあまりにも長期的な端末が全く売れないとか、本当に欲しい人は結局買うのではな

いかなと思ってはいるのですけれども、そういった問題が出るのかどうかということにつ

いて、検討していく必要があるのではないかと考えております。 

 これまでさまざまな検討が行われた結果として分離プランといったものが各社で採用さ

れ、利用者の支持も得てきたわけですが、そのうち、端末購入補助というものがあったか

ら伸びたもの、つまり、ユーザーから支持されたもの、それから、それがなくても、要す

るにデータの利用量の実態に応じた適正な料金を支払うという料金体系といったことに支

持を受けたものなのかといったことについても見きわめをする必要があるのではないかと

思っております。 

 そういう意味で、非常に時間が限られている中で、あまり難しいことを言ってもしょう

がないかなとは思ってはいるのですけれども、この機会に端末と通信サービスといったも

のをしっかり切り分けた場合に何が起きるのか、どういう影響があるのかについて、多角
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的に見きわめて、その影響といったものがある程度この社会にとって受容可能なものであ

れば、それは１つの政策的な選択肢になってくるのではないかと思われます。 

 以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございます。貴重なご意見いただきました。今の大谷構成員

の意見も含めて、これについて、あるいは別の観点でもよろしいですので、ご意見ござい

ましたらお願いします。大橋構成員、お願いします。 

【大橋構成員】  意見ということで、２点あるのですが、１つは端末のお話であります。

おそらく問題は、端末市場に競争がない、競争があまり働いていないことが非常に大きな

問題だなと思っています。 

 この補助が懸念されるのは、２点目にも絡みますが、行き過ぎた囲い込みが行われてい

るかどうかというところが１つ、私自身にとっては論点なのかなと思っていまして、端末

と通信と２つ申し上げますが、端末についていうと、おそらく購入補助をすることで値段

の高止まりを招いている可能性がかなりあるのではないかという懸念は持っています。確

かにこれがないと売れなくなるというふうなご意見もありましたが、売れなくなると定価

から値段が下がるのだと思います。そうすると、より手ごろな価格で買えるようになると

ころが、端末購入補助で皆さん買うようになれば、ある意味そこのあたりの競争は実は失

われてしまう。これというのは多分ＭＶＮＯとか、ほかにもいろいろな波及効果があって、

もっと端末市場の競争を活性化させるような方向を考える必要があるのではないか。その

意味でいうと、端末購入補助というのはどっちかというと囲い込みの中でも若干市場を殺

すような働きがあるのではないかということを思っています。それが１点目です。 

 ２点目は、ここにあった２年縛りとか４年縛りとか残債のプログラムとかというもので

すが、事業者さんのお話の中で、選択肢があるから大丈夫だというお話があったのですけ

れども、これは実質的な選択肢になっているのかというところが多分論点で、選ばれない

選択肢を設けたところであまり意味はないかなという感じがします。 

 そういう意味でいうと、消費者のニーズは確かにいろんなバラエティーかあるので、そ

のバラエティーに合った選択肢を提供する。そうであれば、選ばれているはずなので、本

当にどの程度選ばれているのか、あるいは、他社に乗りかえているのか、そういうところ

も合わせてデータとして示していただいた上で、実質的な選択肢を提供されているという

ところをもう少しきちっと見ていかないといけないのかなと思います。 

 以上、２点です。 
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【新美座長】  どうもありがとうございます。経済的な観点が非常に明確に示されたと

思います。あと、ほかにご意見ございますか。佐藤構成員、お願いします。 

【佐藤構成員】  コメントを２点。１つは、皆さんの話を聞いていて思ったことなので

すが、かつては携帯市場がこれから伸びて行こうとする時代の競争、すなわち端末を補助

してでも多くの人に使ってもらい、新規顧客を増やしていくという時代のビジネスモデル。

現在はもうこれ以上契約数がそれほど伸びなくなった中で、契約更新時に端末を頻繁に交

換してもらう顧客を囲い込むような競争。これからは市場環境が大きく変わっていくので、

ビジネスモデルとか競争モデルというものが、次の時代にふさわしいものに変わっていく

べき時期じゃないかと思っています。５Ｇとか、ＩｏＴとか、さらにまた市場環境が大き

く変わりつつある中で、囲い込みのために端末補助を続けるような競争を続けて本当によ

ろしいのかについて、良い機会なので、我々、考え直さなければならないと思っています。

これが１点です。 

 ２点目は、先ほどの私の質問に対して、ドコモは解約金９,５００円は逸失利益で計算し

ていますと言われた。私の質問だと、コストとか料金に関連しているとすれば、その料金、

コストが下がっている中で、ずっと一定であるのは何でですかということ。それは論理的

に逸失利益の後半は利益という概念につながっていて、利益は普通収入から費用を引いた

もので、収入は料金に数量を掛けたもの。ということは、やはり逸失利益の利益のところ

は、コストとか料金に依存していると考えるのが普通。逸失利益に関連している筈なのに、

コスト、料金の低下が反映されない様な答えは不思議。ドコモを含めて各社、根拠なり、

計算の具体的な数字も出していただけるようなので、それを見て改めて理解を深めるなり

議論をさせていただきたいと思います。 

【新美座長】  ありがとうございます。そのほかにご意見ございましたらどうぞ。北構

成員、お願いします。 

【北構成員】  せっかく公正取引委員会塚田課長来られているので、是非コメントをい

ただきたいのですが、６月２８日に携帯電話市場の競争政策上の課題について公表されま

した。その中で、２年縛り、４年縛り、ＳＩＭロック、セット販売など、スイッチングコ

ストを高めるような行為は独占禁止法に抵触するおそれがある、独禁法で厳しく対処して

いくということでございました。本日、特に４年縛りについて、残債免除プログラムに拘

束性がない、プログラム再加入条件を外せば選択肢もあるというプレゼンがなされました

が、これについてコメントをいただけるようであればお願いしたいと思います。 
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【新美座長】  可能ならばということですので。塚田課長。 

【公正取引委員会（塚田）】  公正取引委員会でございます。お答えいたします。私ども、

先ほど北構成員からご紹介ありましたとおり、６月に報告書を公表しております。その中

で、いわゆる残債免除プログラムについての選択肢についての考え方でありますが、ＫＤ

ＤＩの本日の資料の８ページの図の右側に、残債免除の特典を利用しないという選択肢が

１つございます。例えば一旦プログラムに加入してから非加入になる場合もおそらくここ

から矢印が出るのではないかと思うのですが、いずれにしても、残債免除の特典を利用し

ないという選択肢については、端末が高額になればなるほど消費者の負担が大きくなるも

のでありまして、先ほど大橋構成員がご指摘された実質的な選択肢になっていないのでは

ないかとも考えられます。 

 他方、図の左側には、残債免除の特典を利用するという選択肢があります。今回、プロ

グラム再加入条件が撤廃されることとなったわけですが、引き続き機種変更と古い端末を

下取りに出すということが残債免除の条件として残っています。すなわち、残債免除のた

めには、利用者は機種変更して新たな端末を購入することが必要になりますが、ＭＮＯは

通常端末だけを販売してはいないと思いますので、通信契約の継続も必要となる。そうす

ると、残債免除のためには、従来と同じＭＮＯとの通信契約を継続しなければならない。

ほかのＭＮＯやＭＶＮＯに乗りかえることはできないということで、すなわち、プログラ

ム再加入条件の撤廃によって利用者が他社に乗りかえやすくなるわけではないと考えてい

ます。 

 利用者の視点から見ると、同じＭＮＯとの取引との間で選択肢が増えた、つまり、残債

免除プログラムに再加入する以外の選択肢、例えば新たな期間拘束契約に入るとか、そう

いったような選択肢も実質的な選択肢となったということにすぎないと考えています。 

 したがいまして、プログラム再加入条件の撤廃については、利用者のスイッチングコス

トを低下させて競争を活発にさせるという効果を生じさせるものではなく、これで問題が

全て解消されるというものではないと考えています。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。では、西村構成員。 

【西村（暢）構成員】  ありがとうございます。コメントが１つと、それから議論の方

向性についても１つ意見させていただければと思います。一番最初の会議のときに、どう

いった視点でこの諸問題を考えるかといったときに、やはり利用者視点というものがあっ
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たかと思うのですが、この議論の後、どういう状況、どういう状態目標というものがある

のかなと考えたときに、利用者視点の側から考えると、どこのキャリア等にスイッチして

も、同じような契約までの手続、道順、それから利用中の対応等、乗りかえというのが用

意されているということが今非常に必要かなと思って、それを見ていきますと、今回プレ

ゼンしていただいた各社、ほぼ同じような取り組みをされていて、そこは１つわかりやす

いかなということがあります。ただ、大枠ですけれども。 

 １つ具体的な内容としては、今公正取引委員会からもありましたとおり、矢印が多いと。

選択肢が極めて多い。これ、さらに長期的に見ますと、５Ｇが普及、何年後かわかりませ

んが、新商品・新サービスが出てくればくるほど、余計混乱を引き起こす。 

 ですから、そう考えた場合、やはり原則を立てる。つまり、消費者、利用者が誤認する

ようなおそれ、ここは自主規制、それから、ルール化の２本柱で対応をこれから具体的に

考えていかなければいけないと思いました。そうすると、じゃあ、実際に実施体制をどう

するかという議論に移っていけるのかなと思っております。 

 以上でございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございます。ほかにご意見ございますでしょうか。ど

うぞ、長田構成員。 

【長田構成員】  １件だけを申し上げたいんですが、まず期間拘束のところは、もう既

に総務省でもかつて議論をして、まず第一段階として自動更新は問題だというふうに整理

をしたというふうに構成員としては思っております。なので、まず最初の２年間の期間拘

束を認めたとしても、それ以降は、同額での契約を継続できる、いつでもやめられるとい

うことが大切だろうと思っています。 

 前回の議論のときにも逸失利益の議論はされたと思いますし、それに合理性が、この

９,５００円に合理性があるというふうに認めたわけではないというふうに思っておりま

すので、そこはまた新たな資料をもし出していただけるのでしたら、きちんと出していた

だきたいということと、あともう一つ、代理店、今回全携協がいらしているわけですけれ

ども、もう一つ、携帯電話の購入のところで大きく担っているのは量販店だと思います。

量販店に対してキャリアの皆さんがどういうふうに対応していらっしゃるのか、いわゆる

キャリアショップとイコールなのかどうかというところを知りたいと思っていますので、

そこも議論の中に入れるべきではないかと思っています。 

【新美座長】  今後の議論の中で視野に入れる。 
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【長田構成員】  はい。 

【新美座長】  ありがとうございます。ほかにご意見ございますでしょうか。 

 それじゃ、私も簡単にコメントいたしますけれども、残債免除プログラムというのは、

これ、自動車なんかで残価設定クレジットというのがあって、似たような構造があること

は間違いがありません。しかしながら、自動車の場合には、ほかの商材を扱っておりませ

んので、それと結びつけるということは一切ないわけです。その自動車の残価をどう設定

するかだけです。ところが、先ほど公正取引委員会からありましたように、残債免除と言

っておいて、それを別の商材である回線サービス契約と結びつけるということになると、

これはやっぱりスイッチングコストなり何なりを高めるということにつながりますので、

その辺は同じようなものでも商売の構造が違うということは認識しておかなければいけな

いのではないかと思いますので、今後この問題を議論する上では、他の領域でやっている

から認められるというようなことにはならないということも少し慎重に議論を重ねていか

なければいけないと思っております。 

 それからもう一つは、これも大橋構成員がおっしゃったように、やっぱり囲い込みをや

るというのはある意味で需要を無理やり喚起しているということで、価格ですね、供給者

側の価格を高める、どこが需要・供給の交点かということになると、どうしても値段は高

まることになるだろうということは間違いないと思いますので、これも大橋構成員からの

指摘で、私も改めて認識したということでございます。 

 今日は非常に多岐にわたるご意見をいただきましたが、ほかになおご意見ございました

らいただきたいと思います。どうぞ、西村構成員。 

【西村（真）構成員】  通信プランと端末を分離していくという話になってくると、今

後、端末が何円でどのように販売されるのかというのがまたクローズアップされてくるか

なと思います。今まで分割で払う場合は、各社が個品割賦の業者になっているので、２４回

払いでこの金額というものがありまして、それ以外に各ショップが頭金等の名前で、自分

のところでもうちょっとプラスアルファしてお金をとるみたいな自由もあったと思います

が、割賦の総額になぜ頭金が入らないみたいな議論もずっとありました。代理店でどの辺

まで自由に価格設定して、どのように売っていくのかなというのが、なかなか自分自身も

イメージできないので、その辺をまた教えていただければと思います。 

【新美座長】  ありがとうございます。今後の議論の１つの焦点になろうかと思います。

あともう一つは、先ほど来５Ｇになったときの設備投資など、そういうことも視野に入れ
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るべきだというお話がありましたが、同列に扱っていいかどうかわかりませんが、かつて

地デジに移行するときに、テレビの端末はどういう対応をしたのか、地デジの設備投資は

どうしたのかということは、同じ総務省で扱った案件ですので、参考になるだろうと思い

ます。そういったときの政策のあり方と足並みをどこまでそろえるかということもやって

おく必要があります。これはまさに総務省の政策の問題になると思いますので、その辺は

ここでも議論しながらやっていきたいと思います。 

 ほかにご意見ございましたら。よろしいでしょうか。どうぞ、松井様。 

【ソフトバンク（松井）】  今後議論を深めるに当たってちょっとお願いがあるのは、分

離の方向性自体は大筋、各社とも合っていると思うのですけれども、分離の定義のところ

をもう少し明確化していただきたいというところがございます。これは振り返ると、

２００７年ぐらいにモバイルビジネス研究会とかが行われていたときには、通信料金と端

末料金を極力分離するのが望ましいというようなところから発して、今回、ＫＤＤＩや弊

社が行っている４年割賦の一部端末のサポートみたいなものに関しては、料金の割引から

別に引いているわけではないというところはあり、そういう意味からすると、非分離では

ないというような言い方も見方によってはできますし、とはいえ、通信契約とひもづいて

いるでしょうというということからすると、先生方によっては、半分離なのか、徹底した

分離になっていないような意見もこれまで出ていたと認識しています。 

 ＫＤＤＩの説明もあったように、２５か月目から４８か月目までの残債を免除するかわ

りに、下取りと相殺するような形になって、端末購入補助というものは、出る場合と出な

い場合というものがありまして、その金額に関しても、ある程度制限が効くというところ

もあって、弊社としては、完全な分離プランかと言われると、確かにちょっとどうかとい

う話はあるのですけれども、半分離というか、何となく準分離的なプランのイメージを持

っているところですから、結局、分離というものをどこまで徹底する必要があるのかとい

うのを、先ほど構成員の方々におっしゃっていただきましたけれども、完全分離した世界

観みたいなものがあって、それが今後の市場、産業に対してどういう影響があるのかとい

ったところも踏まえて、どこまでの徹底度合いというものをきちんとルール化するのかと

いうことを少し丁寧に議論させていただけると、今後の議論としては役立つのではないか

なと思っております。 

【新美座長】  そういう意味では、非常に論点、明確にしていただいたと思いますので、

それを十分に踏まえてさらに議論を進めていきたいと思います。 
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 まだ今の松井様の提案された論点をやりますと、何日間徹夜しないと結論が出てこない

かもしれませんが、時間の関係もありますので、このあたりで討議、ご意見、今後の方針

については皆様方からの論点をいただきましたので、これを討議するのは次回以降という

ことにしたいと思いますが、本日の討議は以上で終了させていただきたいと思います。 

 なお、今日いろいろな方から貴重なご意見をいただいて、この議論を私なりに感じ取っ

たわけですが、少し、私の思いを述べさせていただきたいと思います。 

 冒頭にありましたように、モバイル市場の競争環境に関する課題には大別して２つある

かと思います。すなわち、利用者料金等に関する事項と、それから、接続料等に関する事

項の２つがあります。前者は消費者との絡み、後者は事業者間の問題ということになると

思います。本日はそのうちの利用者料金等に関する事項についてのヒアリングを先行して

実施したところでございます。これまで度重なる検討、取り組みを進めてきた課題が、解

消された部分もございますけれども、解消されていない部分も相当あるということが浮か

び上がってきたかと存じます。その意味では、この問題、さらなる取組について急いで議

論する必要がありそうだと感じました。 

 それから、今日も出てきましたが、現在我々が議論している利用者料金のある意味で分

かりづらさ、複雑でできるだけ要望に合ったものということでさまざまな工夫がなされて

きたのですが、それが微に入り細に入り複雑に分かれてきたということで、わかりづらく

なっているのも現状ですし、また、今日ありました代理店に対する論点というものも、代

理店の経済活動の自由をどこまで確保するのか、キャリアがそこにどこまでコミットでき

るのかといった論点もございました。 

 こういった２つの利用者料金の分かりづらさとか代理店の問題というのは、消費者保護

ルールの検証に関するワーキンググループでも実は議論しておるところ、共通した論点と

いうことが言えるかと思います。 

 ついては、私自身、消費者保護ルールの検証に関するワーキンググループの主査も務め

ておりますので、明日このワーキンググループが開催されますので、その議論の状況も踏

まえつつ、ある段階で共通した論点についてこの会合と連携して優先的に議論が進められ

ないかというふうに感じたところでございます。 

 そういったところで、ジョイントの検討会ないしは議論を戦わせる場を設けてみたいと

考えています。そのことを模索したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 長田さん、よろしいでしょうか。 
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【長田構成員】  はい。賛成です。 

【新美座長】  ありがとうございました。ほかの皆さんもよろしいでしょうか。 

 それでは、そのような方向で検討してみたいと存じます。そして、検討した結果につき

ましては、明日のワーキングの議論も踏まえますので、それを踏まえた上で、検討した結

果は事務局から皆様方に改めてご通知をさせていただきたいと思っております。 

 それでは、これで今日の討議は終わります。事務局から連絡事項がありましたら、よろ

しくお願いします。 

【横澤田料金サービス課課長補佐】  事務連絡３点ございます。１点目、本検討会の次

回会合の日程につきましては、調整の上別途ご連絡させていただきます。 

 ２点目です。机上にあります前回までの資料につきましては、次回以降も使いますので、

机上に置いていっていただければと思います。 

 ３点目です。大変恐縮ですが、こちらの会場、この後午後から別の会議で使用いたしま

すので、終了と同時に撤収の作業を進めさせていただきます。構成員と傍聴の皆様におか

れましては、ご準備が整い次第、速やかなご退室、ご協力お願いできればと思います。 

 事務局からは以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。それでは、これにて本日の議事は終了させてい

ただきます。今日は、発表者の皆さんにおかれましては、非常に貴重なご意見ありがとう

ございました。 

 以上で、第３回会合を終了いたします。どうも長時間ありがとうございました。 

 

 


